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２ ０ ２ ４ 年 ７ 月 １ 日 

日 本 銀 行 金 沢 支 店 

 

 

 

石川県金融経済クォータリー 
（２０２４年 夏） 

 

【 概 況 】 

石川県の景気は、能登半島地震の影響により一部に下押しがみられてお

り復旧の途上にあるものの、復旧復興需要や生産正常化が進むもとで、回

復に向けた動きがみられている。 

最終需要をみると、個人消費は、復旧復興関連需要に加え、一部に休業

を余儀なくされる地域があるものの政府による旅行支援制度の効果等も

あって、回復に向けた動きがみられている。住宅投資は、先行きは復旧需

要等が見込まれるものの、足もとは減少している。設備投資は、増加して

いる。公共投資は、足もと減少しているが、復旧復興関連工事により先行

きは増加が見込まれている。 

当地製造業の生産は、地震の影響により一部で生産水準が低下しており

復旧の途上にあるものの、足もと持ち直しつつある。業種別にみると、電

気機械は、地震後の正常化に向けた動きが一段と進むもとで、持ち直して

いる。化学は、持ち直している。繊維は、持ち直しつつある。このほか、

汎用・生産用・業務用機械は、弱含んでいる。 

雇用・所得環境は、地震による調整もみられるが、有効求人倍率や賃上

げ動向からみると、足もと持ち直しつつある。 

消費者物価（除く生鮮食品）は、上昇している。 

企業倒産は、件数は前年を上回ったものの、負債総額は前年を下回った。 

金融面をみると、預金は、公金、個人、法人いずれも前年を上回ってい

る。貸出は、前年を下回っている。 
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【 全体判断 】（矢印は前回との変化、以下同じ）          

判断据え置き 
＜直近の判断変更は 2024 年春＞ 

変化 

 能登半島地震の影響により一部に下押し

がみられており復旧の途上にあるものの、

復旧復興需要や生産正常化が進むもとで、

回復に向けた動きがみられている 

→ 

 

【 実体経済・物価 】 

 今回判断 変化 関連統計等の動き 

個人消費 

復旧復興関連需要

に加え、一部に休業を

余儀なくされる地域

があるものの政府に

よる旅行支援制度の

効果等もあって、回復

に向けた動きがみら

れている 

→ 

 百貨店・スーパー等の売上高は、引き続き地震による下

押しがみられる中で、一部に震災関連需要がみられてい

ること等から、持ち直している。家電販売は、持ち直しつ

つある。乗用車販売は、供給制約による下押しの影響から

減少している。旅行取扱、ホテル・旅館の宿泊者数は、地

震による下押しは残るものの、政府による旅行支援制度

や新幹線延伸の効果等から、回復している。 

住宅投資 

 先行きは復旧需要

等が見込まれるもの

の、足もとは減少して

いる 

→ 新設住宅着工戸数は、足もと減少している。 

設備投資 増加している → 

能力増強・省力化投資、脱炭素・環境対応投資に加え、

新規事業向けの投資に踏み切る動きがみられるほか、地

震による修繕等への投資もみられていることから、増加

している。 

公共投資 

足もと減少してい

るが、復旧復興関連工

事により先行きは増

加が見込まれている 

→ 公共工事は、請負金額では前年を下回っている。 

生 産 

地震の影響により

一部で生産水準が低

下しており復旧の途

上にあるものの、足も

と持ち直しつつある 

→ 

電気機械は、地震後の正常化に向けた動きが一段と進

むもとで、持ち直している。化学は、持ち直している。繊

維は、持ち直しつつある。このほか、汎用・生産用・業務

用機械は、弱含んでいる。 

雇 用 

・ 

所 得 

地震による調整も

みられるが、有効求人

倍率や賃上げ動向か

らみると、足もと持ち

直しつつある 

→ 
有効求人倍率は、被災地域における労働需給の緩和が

みられるものの、高水準で推移している。雇用者所得は、

着実に持ち直している。 

物 価 上昇している → 消費者物価（金沢市、除く生鮮食品）は、上昇している。  
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【 金 融 】 

 関連統計等の動き 

預 金 石川県の預金（国内銀行ベース）は、公金、個人、法人いずれも前年を上回っている。 

貸 出 石川県の貸出金（国内銀行ベース）は、前年を下回っている。 

 

以  上 

 

  

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 
  日本銀行金沢支店 営業課（電話 076-223-9520） 
  ホームページアドレス（https://www3.boj.or.jp/kanazawa/） 



 

 

  

石　川　県　の　主　要　経　済　指　標　（１）

(個人消費関連） （単位：前年比％）

2022年 2023年 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

 百貨店＋ｽｰﾊﾟｰ売上高 （既存店） 1.2 0.5 1.3 -0.6 3.0 n.a. 5.2 p 2.2 n.a. n.a.

　　　　　　同　　　　 　（全　店） 1.8 1.0 2.3 0.3 3.4 n.a. 5.3 p 3.3 n.a. n.a.

 コンビニエンスストア売上高 （全　店） 3.5 3.8 4.7 1.5 5.8 n.a. 3.3 2.9 n.a. n.a.

 家電大型専門店売上高 （全　店） 0.6 -2.1 4.8 -3.3 7.8 n.a. 11.7 8.5 n.a. n.a.

 ドラッグストア売上高 （全　店） 8.8 11.8 12.3 12.0 r 10.1 n.a. r 9.0 6.2 n.a. n.a.

 ホームセンター売上高 （全　店） -1.5 -1.0 4.1 -1.4 23.5 n.a. 10.7 18.2 n.a. n.a.

 乗用車新車登録台数  （含む軽） -3.0 15.5 14.5 9.7 -25.8 n.a. -26.5 -15.2 -9.0 n.a.

　　　　　　同　　　　　 （除く軽） -4.2 17.2 13.1 13.9 -25.2 n.a. -26.2 -14.3 -7.2 n.a.

 延べ宿泊者数 47.2 p 32.6 p 24.1 p 26.8 p 60.9 n.a. p 46.9 n.a. n.a. n.a.

（住宅投資関連） （単位：前年比％）

2022年 2023年 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

 新設住宅着工戸数 -15.2 -12.3 -15.4 -9.8 -31.0 n.a. -37.3 -12.5 n.a. n.a.

　持　家 ≪51.6≫ -14.7 -10.2 -7.2 -25.1 -19.4 n.a. -20.7 -0.8 n.a. n.a.

　貸　家 ≪33.6≫ -18.7 -10.8 -26.2 13.5 -62.8 n.a. -84.2 -25.7 n.a. n.a.

　分　譲 ≪14.8≫ -9.0 -20.6 -15.6 -5.3 -1.7 n.a. 21.1 -26.5 n.a. n.a.

（設備投資関連） （単位：前年度比％）

2020年度実績 2021年度実績 2022年度実績 2023年度実績 2024年度計画

 設備投資額　　（全産業）

（単位：前年比％）

2022年 2023年 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

 建築着工床面積　 -17.9 2.5 26.9 -32.7 7.6 n.a. 54.1 -84.2 n.a. n.a.

（公共投資関連） （単位：前年比％）

2022年度 2023年度 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

 公共工事請負金額　 0.0 -8.7 -10.7 -7.9 2.0 n.a. 54.7 -5.0 -17.2 n.a.

（生産関連） （単位：季調済は前月（期）比％、原指数は前年比％）

2022年 2023年 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

 鉱工業生産　 （季調済指数） 94.7 95.1 93.3 94.2 80.0 n.a. 83.4 n.a. n.a. n.a.

1.2 0.4 -6.1 1.0 -15.1 n.a. 2.0 n.a. n.a. n.a.

　電気機械 ≪24.0≫ -10.2 -21.8 -8.3 0.2 -16.0 n.a. 11.8 n.a. n.a. n.a.

　汎用・生産用・
　　　　業務用機械

≪22.9≫ 5.9 1.3 -5.4 0.9 -10.1 n.a. -17.0 n.a. n.a. n.a.

　繊　　　維 ≪8.6≫ 7.4 31.5 0.7 -5.0 -5.8 n.a. 4.3 n.a. n.a. n.a.

　化　　　学 ≪8.2≫ 0.9 4.0 -13.4 19.1 -48.4 n.a. 122.3 n.a. n.a. n.a.

　　　同　　　　　（季調済前月（期）比）

33.5 18.5-10.7 7.413.0



 

 

 

 

 

 

  

石　川　県　の　主　要　経　済　指　標　（２）

（雇用・所得関連） （単位：前年比％、有効求人倍率は季節調整済〈倍〉）

2022年 2023年 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

 有効求人倍率　 1.59 1.61 1.58 1.56 1.51 n.a. 1.44 1.46 n.a. n.a.

 雇用者所得 2.6 -1.6 -2.3 -1.6 5.4 n.a. 6.7 n.a. n.a. n.a.

（物価） （単位：前年比％）

2022年 2023年 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

1.9 3.1 3.3 3.1 3.2 n.a. 3.3 2.7 3.1 n.a.

（倒産） （単位：前年比％、倒産件数は件）

2022年度 2023年度 2023年 2024年 2024年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 3月 4月 5月 6月

 倒産件数　　　　　　（件） 45 60 11 18 18 n.a. 9 6 8 n.a.

　　　同　　　　　　　　（前年比） -26.2 33.3 0.0 12.5 100.0 n.a. 50.0 500.0 33.3 n.a.

 負債総額 -41.2 83.8 -79.7 662.3 451.4 n.a. 312.2 -23.3 -78.2 n.a.

 消費者物価指数（除く生鮮食品）

石　川　県　の　金　融　指　標

(預金・貸出金＜末残＞) （単位：前年比％）

2022年度 2023年度 2023年 2024年 2024年

6月 9月 12月 3月 1月 2月 3月 4月

 実質預金 2.3 6.4 0.3 2.8 2.2 6.4 2.8 3.5 6.4 5.4

 貸　出　金 0.5 -0.2 0.8 -0.4 -0.7 -0.2 -0.1 -0.3 -0.2 -1.2



 

 

(注)   

   

【経済指標】 ・ 設備投資額の 2022 年度実績以前の計数は、調査対象企業見直し前の旧ベース。 

 ・ 建築着工床面積は、非居住用の計数。 

 ・ 公共工事請負金額は、直近月の「公共工事前払金保証統計」が未公表の場合、東日本建
設業保証㈱における同請負金額の前年比を参考値として表示（この場合、斜字体で表示）。 

 ・ 鉱工業生産の季調済の「年」の計数は、原指数の変化率。2015 年基準。 

 ・ 有効求人倍率の「年」の計数は原計数。 

 ・ 雇用者所得は、常用雇用指数、一人当り名目賃金指数を基に日本銀行金沢支店が算出。
事業所規模５人以上。2020 年基準。 

 ・ 消費者物価指数の四半期は、日本銀行金沢支店が月次指数から算出（平均値）。2020 年
基準。 

 ・ 倒産は、負債総額 10 百万円以上。 

 ・ ≪ ≫は、各項目の直近年または基準年の構成比。 

【金融指標】 ・ 実質預金は、石川県内に店舗を構える国内銀行（ゆうちょ銀行を除く）の銀行勘定（石
川県内店舗ベース）を基に算出。オフショア勘定を除く。実質預金は、表面預金から切
手手形を控除したもの。 

 ・ 貸出金は、石川県内に店舗を構える国内銀行（ゆうちょ銀行を除く）の銀行勘定（石川
県内店舗ベース）を基に算出。オフショア勘定を除く。中央政府向け貸出を除く。 

【全 般】 ・ ｐは速報値、rは訂正・改訂値を示す。 

 ・ 単位未満の数字のみの場合には、マイナス符号は表示していない。 

 
 

(資料) 中部経済産業局「管内商業動態統計」、 
経済産業省「商業動態統計」、 
石川県自動車販売店協会「新車販売実績表」、 
全国軽自動車協会連合会「軽四輪車新車販売」、 
観光庁「宿泊旅行統計調査」、 
国土交通省「住宅着工統計」「建築物着工統計」、 
日本銀行金沢支店「北陸短観（県別集計データ）」、 
東日本建設業保証株式会社「公共工事前払金保証統計」、 
石川県「石川県鉱工業指数」「毎月勤労統計調査」、 
石川労働局「最近の雇用失業情勢」、厚生労働省「職業安定業務統計」 
総務省「消費者物価指数」、 
東京商工リサーチ金沢支店「北陸三県企業倒産状況」、 
日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」 

 

 


